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広告掲載の申し込みは㈱新潟日報メディアネット（☎025-233-3500）へ、１枠（7.3㎝×12.1㎝）163,000円（税込、制作料別途）。掲載した広告についての問い合わせは各広告主へ
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新潟市の財政状況　令和３年度決算（一般会計）から 問財務企画課（☎025-226-2195） 

歳出を目的別にすると

　学校増改築などの普通建設事業費の減少に加え、地方交付税の追加交
付に伴い臨時財政対策債※の発行が抑制されたことにより、市債全体の
残高が減少しました。
※地方交付税の振り替え財源。返済にかかる費用が地方交付税で措置される

目的別
経費 令和３年度の主な取り組み

民生費 子育て世帯や住民税非課税世帯への臨時特別給付金
教育費 学校改修工事、G

ギ ガ

IGAスクール構想関連
土木費 新潟駅周辺整備、新潟中央環状道路整備
公債費 市債の返済、市債管理基金への積み立て
総務費 テレワーク環境整備、葛塚コミュニティセンター移転改修
衛生費 新型コロナワクチン接種体制確保
商工費 地域のお店応援商品券、飲食店などへの感染症拡大防止協力金
消防費 消防署の感染防止対策、感染防止資器材の整備

　政令市移行以後、市の貯金である基金を活用した財政運営が続いてい
ましたが、近年は積み立てに転じています。令和２年度は新型コロナウ
イルス感染症への対応のため10億円を取り崩しましたが、令和３年度は
58億円を積み増しました。
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（端数処理の関係で合計が一致しない場合がある）

国県支出金

地方譲与税・
税交付金など

地方交付税

財産収入・
諸収入など

歳 入

市税

使用料・手数料

市債

単位：億円
※（　）内は
前年度比
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歳 出
単位：億円
※（　）内は
前年度比

物件費
（委託経費など）

補助費
（給付金支給や
団体への補助金など）

その他

公債費（借金の返済）

普通建設事業費
（施設の新設や改修など）

人件費
（職員の給料など）

扶助費
（社会保障関係費）

維持補修費
（施設の修繕費）

931
（+6）

1,027
（+198）

440
（▲27）

484
（+37）

69（▲68）

486
（▲695）

537
（+67）

410
（+32）

●令和３年度は前年度に引き続き新型コロナウイルス感染症への対応に多額の経費を要し、過去最大と
なった令和２年度に次ぐ規模の決算額となりました。

●歳入では、地方交付税や税交付金が増加したほか、旧小針野球場や旧白山浦庁舎などの売却により財
産収入が増加しましたが、特別定額給付金の終了に伴う国庫補助金の減少などにより、前年度比8.3%
減となりました。

●歳出では、ワクチン接種や飲食店への感染症拡大防止協力金、子育て世帯への給付金などの取り組み
にかかる経費が増加しましたが、特別定額給付金の終了や除排雪経費の減少、学校増改築の減や北区
役所庁舎の整備完了に伴う普通建設事業費の減少などにより、前年度比9.3%減となりました。

●基金は58億円を積み立てたことで残高が108億円となり、自然災害などの緊急時に必要な一定の水準
が確保されました。今後も安定した財政運営を行うため、より一層の事業の選択と集中や公共施設の
最適化などに取り組み、将来にわたる強固な財政運営の基盤づくりを進めていきます。

歳入総額� 4,490億4,899万円
対前年度比　404億1,749万円（8.3%）減

実質収支※ 69億516万円の黒字
※歳入と歳出の差から翌年度へ繰り越すべき財源を除いた額

歳出総額� 4,384億1,908万円
対前年度比　450億3,563万円（9.3%）減

市債残高の推移主要基金現在高の推移

公債費（市債の返済）
教育費
（教育、生涯学習）

総務費（選挙、
戸籍、防災対策など）

土木費（道路、公園、
まちづくりなど）

民生費（子ども、
高齢者などの福祉）

衛生費
（衛生環境の向上）

商工費（商工業の振興）
消防費（消防、救急） その他（議会運営、農林水産業の

振興、雇用の確保など）
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新型コロナウイルス感染症対応の取り組み
（単位：億円）

決算額
財源※

国県
支出金
など

一般
財源

感染拡大の防止 206 197 ９
市民生活の回復 204 202 ２
地域経済の再興 37 31 ６

合計 447 430 17
※翌年度精算額を反映


